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平成 27年５月 14日 

各 位 

             会 社 名  阪和興業株式会社     

                   代表者名  代表取締役社長   古川 弘成 

                         （コード番号 8078 東証第１部） 

                   問合せ先  経営企画室長     相澤 卓也 

（TEL. 03-3544-2000） 

 

 

当社株式に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）の 

一部改定及び継続について 

 

当社は、平成 24 年５月 11 日開催の当社取締役会及び平成 24 年６月 28 日開催の当社第

65回定時株主総会における株主の皆様のご承認に基づき、「当社株式に対する大規模買付行

為への対応方針」（以下、「現対応方針」といいます。）の更新を決議しております。 

現対応方針が、平成 27年６月 26日開催の当社第 68回定時株主総会（以下、「本定時株主

総会」といいます。）の終結時において有効期限を迎えるにあたり、当社は本日開催の当社

取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針（会社法施行規則第 118 条第３号に規定されるものをいい、以下、「基本方針」といいま

す。）に基づき、本定時株主総会で株主の皆様にご承認いただくことを条件として、現対応

方針の内容を一部改定したうえで継続することを決議いたしましたので、お知らせいたしま

す。（改定後の対応方針を「本対応方針」といいます。） 

基本方針の内容、基本方針の実現に資する特別な取組み及び本対応方針の内容は別紙の

とおりであり、今回の改定の主な内容は以下の通りです。 

（１）情報提供期限について、営業日を暦日ベースにし、早期に当社取締役会及び特別

委員会の検討･審議期間に入るようにいたしました。 

（２）特別委員会が株主の意思を確認するため株主総会の開催を勧告できる旨を明示い

たしました。 

（３）企業価値や株主共同の利益を著しく損なうと認める大規模買付行為をいわゆる

「東京高裁４類型」及び強圧的二段階買収に限定いたしました。 

（４）大規模買付行為に対して発動する対抗措置を無償割当による新株予約権の発行に

限定いたしました。 

（５）大規模買付行為に対する対抗措置として新株予約権の無償割当を行う際、当社取

締役会は新株予約権を行使できない者（大規模買付者を含む議決権割合が 20％以

上となる特定株主グループに属する者）が保有する新株予約権について金銭等経

済的対価を交付する旨の取得条項を付すことはできないものといたしました。 
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なお、平成 27年３月 31日現在の当社の大株主の状況は「添付資料４」のとおりであり、

現時点において、特定の第三者から当社株式等に関する大規模買付行為の提案や大規模買

付行為を受けている事実はありません。 

 

※本対応方針の対象となる当社株式の大規模買付行為及び大規模買付者について 

本対応方針の対象となる「大規模買付行為」とは、特定株主グループ1の議決権割合2を

20％以上とすることを目的とする当社株式等3の買付行為、または結果として特定株主グル

ープの議決権割合が 20％以上となる当社株式等の買付行為（いずれについても予め当社取

締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問

いません。）をいい、「大規模買付者」とはかかる大規模買付行為を行う者をいいます。 

また、（別紙）本文においても同様とします。 

                                                   
1 特定株主グループとは、当社の株式等（金融商品取引法第 27条の 23第１項に規定する株券等をいいま

す。）の保有者（同法第 27条の 23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれ

る者を含みます。）及びその共同保有者（同法第 27条の 23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第

６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）または当社の株式等（同法第 27条の２第１項に

規定する株券等をいいます。）の買付等（同法第 27条の２第１項に規定する買付等をいい、取引所金融

商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第 27条の２第７項に

規定する特別関係者をいいます。）をいいます。 
2 議決権割合とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、①特定株主グループが当社の株式等（金

融商品取引法第 27条の 23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者及びその共同保有者である場

合の当該保有者の株式等保有割合（同法第 27条の 23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。こ

の場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株式等の数（同項に規定する保有株券等の数をいい

ます。）も計算上考慮されるものとします。）または、②特定株主グループが当社の株式等（同法第 27条

の２第１項に規定する株券等をいいます。）の大規模買付者及びその特別関係者である場合の当該大規模

買付者及び当該特別関係者の株式等保有割合（同法第 27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいい

ます。）の合計をいいます。各株式等保有割合の算出に当たっての、総議決権（同法第 27条の２第８項

に規定するものをいいます。）及び発行済株式の総数（同法第 27条の 23第４項に規定するものをいいま

す。）は、有価証券報告書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参

照することができるものとします。 
3 株式等とは、金融商品取引法第 27条の 23第１項に規定する株券等をいいます。 
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（別紙） 

 

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値及び株主共

同の利益の確保・向上を図るという観点から決定されるべきものと考えております。従い

まして、結果的に支配権の異動を伴うような株式の大規模な買付提案（以下、「大規模買付

提案」といいます。）に応じるか否かは、当社株式を保有する株主の皆様の判断に委ねられ

るべきものであると考えます。この考えに基づき、当社株式の大規模買付提案が提起され

た場合には、株主の皆様が提案に応じるか否かを判断するに足る十分な情報と時間が提供

されることが不可欠であると考えます。 

しかし、株式の大規模買付行為の中には、大規模買付の対象企業（以下、「対象企業」と

いいます。）の経営者や株主の皆様に対する買付目的や買付後の経営戦略等について明確な

説明がないまま行われるものや、大規模買付者の一方的な考えに基づき買付行為が行われ

るものなど、対象企業の経営陣との十分な協議や合意のプロセスを経ることなく進められ

ることがあります。 

当社は当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の観点から、株主の皆様に大規

模買付提案に応諾するか否かを検討するための十分な情報と時間が提供されない場合や、

当社の支配権が異動するに足る当社株式を取得した特定の株主により、当社の企業価値及

び株主の皆様の共同の利益が損なわれるおそれがあると判断される場合には、こうした株

主を当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると判断し、必要か

つ相当な範囲において、対抗措置をとることができる旨を当社の財務及び事業の方針の決

定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下、「基本方針」といいます。）といたしま

す。 

 

Ⅱ．当社財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な

取組み 

当社は、独立系専門商社として鉄鋼をはじめ金属原料、非鉄金属、食品、石油・化成品、

木材、機械など広範な商品を取扱い、国内はもとより海外にも数多くの子会社・関連会社

を有し、グローバルな営業戦略を展開しております。従いまして、当社の経営には、広範

な商品に対する幅広い知識と各業界に関する習熟した経験が必要であり、また、株主の皆

様や従業員、取引先など当社のステークホルダーとの間に築かれた長年の関係に対する十

分な理解を欠くことはできないと考えます。 

当社は、平成 25年５月に平成 25年度を初年度とする３ヵ年の中期経営計画（以下、「本

計画」といいます。）を策定しております。本計画のテーマは、「中長期的な国内外市場の

変化を見据えた事業構築と経営基盤の強化を目指す。」であり、この３年間をこれからの

10年間で想定される事業環境の変化に対応する最初の期間と位置づけ、しっかりと収益を

実現できる事業の構築とその事業を支える経営基盤を強固なものとすることに取り組んで

おります。また、本計画公表時の本計画最終年度（平成 27年度）業績目標は、売上高１兆

８千億円、経常利益 150億円であります。本計画のテーマを実現するために進めている事

業戦略は以下のとおりです。 
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・人材・組織のベーシック理念 ～プロフェッショナル ＆ グローバル～ 

高い専門性と経営的素養を持ったプロフェッショナルな人材を育成するとともに、

その人材の力を組織化して高い収益力を持ったプロフェッショナル組織を目指しま

す。合わせて、世界各地域の独自性と多様性を理解し、コミュニケートできるグロー

バルな人材を介して、国内外組織を融合し、当社のビジネスモデルを海外に展開して

いくグローバルな組織を目指します。 

・３つの戦略概念 

①  ユーザー系スタンスの徹底 

独立系商社である当社にとって、ユーザーニーズの中に当社の存在価値を見出

し、ユーザーに求められる機能やソリューションを創造していくことが重要です。

さらにユーザーとの互恵ビジネスを深化させて、パートナーシップを強化し、ユ

ーザーと共に歩む商社を目指します。 

②  企業活動の多様化 

バリューチェーンの中で新たに求められるニーズに対応するため組織、機能を

多様化し、Ｍ＆Ａ＋Ａ（アライアンス）戦略を進めるとともに、当社の企業文化

と異なる組織や人材を取り込むことで組織的柔軟性を維持していきます。 

③  グループ一体経営の推進 

グループ全体の収益向上に向けて、自律と統制の効いたグループの組織化を進

めるとともに、グループ全体の組織運営を効率化するために事業領域の整理や運

営方法の改善、経営資源の最適配分などを進めていきます。 

・共鳴型経営  ～バリューチェーンの最適化～ 

３つの戦略概念を各事業セグメントの活動における基本とし、メーカー・サプライ

ヤーからユーザーにいたるバリューチェーンの中でその効率化や全体最適を目指し

て、当社グループの事業領域を広げ、ユーザーの満足度を最大化していきます。ユー

ザーやパートナーと共に成長する共鳴型経営を推進します。 

また、こうした事業戦略を推進するため、経営基盤の強化策も推進しています。 

・阪和グループ全体の経営基盤強化 

海外業務の拡大やグループ会社の増加に対応した営業部門が営業に集中できるサ

ポート体制を構築するとともに、管理部門の肥大化も招かない国内外の環境変化に対

応する効率の良い組織作りを目指します。 

・コーポレート・ガバナンスの強化 

ステークホルダーの負託に応えられるようガバナンスが機能する経営体制の構築や

内部統制システムの整備、コンプライアンスの徹底を進めていきます。また、社会的

責任を認識し、社会や環境へ配慮したＣＳＲ活動に積極的に取り組んでいきます。 

・リスクマネジメントの維持・強化 

今後の事業展開や環境変化の中で想定されるリスク事象に対し、与信管理技術の向

上やＢＣＭ（事業継続マネジメント）体制の構築など予めその対応力、抵抗力を強化

させ、経営基盤を盤石なものとしていきます。 

当社は、中期経営計画に掲げる以上の諸施策を着実に実行することで、当社の企業価値

及び株主共同の利益の最大化が図られるものと考えており、その結果として、本計画の最
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終年度にあたる平成 27年度の業績予想は、売上高１兆 8,000億円、経常利益 200億円とし

ております。 

 

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取組み 

１．本対応方針の目的 

当社は基本方針に則り、大規模買付行為が行われる際には、大規模買付者から事前に、

株主の皆様が大規模買付提案に応諾するか否かを適切に判断するに足る必要かつ十分

な情報が提供されるべきであると考えております。当社取締役会は大規模買付行為が行

われる場合、上記情報が提供された後、大規模買付提案に対する当社取締役会としての

評価及び意見の検討を速やかに行い、特別委員会（その概要については「添付資料１」

をご参照ください。）の勧告を最大限に尊重して意見を形成し、公表します。また、必

要と認めた場合には大規模買付者に対する追加情報提供等の申入れや交渉を行うほか

当社取締役会としての株主の皆様に対する代替案の提示を行います。 

当社取締役会は、上記のプロセスを経ることにより、株主の皆様におきまして、大規

模買付提案と、当社取締役会が意見や代替案を提示した場合における意見の検討や代替

案との比較をすることが可能になり、最終的に株主の皆様が提案の応否を適切に判断す

る機会を確保できるものと考えます。 

以上の見解に基づき、当社取締役会は大規模な買付行為が上記のプロセスに則り適正

に行われることが当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に資することと考え、以

下のような内容の事前の情報提供に関する大規模買付ルール（以下、「本ルール」とい

います。）を設定することとしました。 

また、当社取締役会は、本対応方針を採用するに当たっては、株主の皆様の総体的な

ご意思を確認することが重要と考えております。そのため当社は、本定時株主総会にお

いて本対応方針の採用の可否を株主の皆様にお諮りすることとしております。 

 

２．大規模買付ルールの内容 

 （１）大規模買付者からの情報の提供 

大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社代表取締役宛てに、大規模買付者

の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先及び当該大規模買付行為を本ル

ールに基づいた手続きにより行う旨の誓約文言が記載された書面（以下、「意向表明書」

といいます。）をご提出いただきます。当社はかかる意向表明書受領後 10営業日以内に、

当社取締役会が当該大規模買付提案を評価・検討し、ひいては株主の皆様が当該提案に

応諾するか否かを適切に判断するために必要かつ十分な情報（以下、「大規模買付情報」

といいます。なお、意向表明書及び大規模買付情報に関する使用言語は日本語に限りま

す。）のリストを当該大規模買付者に交付し、大規模買付者は当社が定める回答期限ま

でに当該大規模買付情報を当社代表取締役宛てに当社書式によりご提出いただきます。 

当社取締役会が求める大規模買付情報の内容は、大規模買付者の属性、大規模買付提

案の内容により異なりますが、一般的な項目としては以下の事項を含むものとします。 

   ①大規模買付者及びそのグループの詳細（事業内容、資本構成、財務内容等を含みます。） 
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   ②大規模買付行為の目的、方法及び内容 

   ③買付価格の算定根拠 

   ④買付資金の裏付け（買付資金の提供者の具体的名称、調達方法等を含みます。） 

   ⑤大規模買付行為完了後に意図する当社及び当社グループに対する経営方針、事業計

画、資本政策、財務政策、配当政策、資産活用策等 

   ⑥大規模買付行為完了後に当社の企業価値を継続的、安定的に向上させるための施策

及び当該施策が当社の企業価値を向上させると認める根拠 

   ⑦大規模買付行為完了後の取引先、従業員その他の当社ステークホルダーに対する    

処遇の変更の有無及びその内容 

   ⑧その他当社取締役会が合理的に必要と認める情報 

なお、当初提出していただいた情報だけでは大規模買付情報として不足していると当

社取締役会が判断した場合、当社取締役会は合理的な期間内において回答期限を定め、

追加的に情報提供を求めることができます。なお、大規模買付情報の回答期限（以下、

「情報提供期限」といいます。）は、当社取締役会が最初に大規模買付情報を大規模買

付者より受領した日から 60 日を上限とし、大規模買付情報が十分に揃わない場合であ

っても情報提供期限経過後は直ちに取締役会評価期間（（２）当社取締役会による評価・

検討にて後述します。）に入るものとします。また、大規模買付提案があった事実及び

当社取締役会に提供された大規模買付情報は、当社株主の皆様の判断のために必要と認

めた場合には、当社取締役会が適切と判断した時点で、その全部または一部を適切と考

える方法により公表します。 

（２）当社取締役会による評価・検討 

当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対し、追加的な情報提供を含む大規

模買付情報の提供を完了したと公表し、当社取締役会が当該情報の提供が十分であると

判断した後または情報提供期限が経過した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする

公開買付による当社全株式の買付の場合）または 90 日間（その他の方法による買付の

場合）が当社取締役会による大規模買付提案に関する評価、検討、交渉、意見形成及び

代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として確保される

べきものと考えております。 

当社取締役会は大規模買付者から提供された大規模買付情報を取締役会評価期間中に

十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を形成し、公表します。また、必要と

認めれば、大規模買付者に対する情報提供等の申入れや当社取締役会としての株主の皆

様に対する代替案の提示を行います。 

（３）特別委員会の設置 

当社取締役会は、本対応方針の運用の適正性を確保するため及び大規模買付行為が行

われる際に当社取締役会が行う判断の公正性、透明性を担保するため、取締役会から独

立した機関として「特別委員会」を設置しております。特別委員会は当社社外取締役及

び社外監査役4により構成され、当社取締役会は大規模買付提案または大規模買付行為が

行われた場合には速やかにその旨を特別委員会に対し報告するとともに、大規模買付行

為への対応に関して諮問するものとします。（特別委員会の概要は「添付資料１」をご

                                                   
4 当社第 68回定時株主総会において新しく取締役または監査役に選任予定の候補者を含みます。 
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参照ください。） 

特別委員会は、大規模買付提案に対し、①本ルールが遵守されているか否か、②対抗

措置を発動するか否かを検討･判断し、当社取締役会に勧告します。また、特別委員会

は対抗措置の発動に関して、株主意思の確認が必要と判断した場合には、当社取締役会

に対して、当社株主総会の開催を勧告することができるものとします。 

なお、特別委員会の検討は、取締役会評価期間内に行われるものとします。 

大規模買付者には、取締役会評価期間の経過後または株主意思の確認を行う場合には

その後に、大規模買付行為を開始していただくこととします。 

    

３．大規模買付行為がなされた場合の対応 

（１）大規模買付者が本ルールを遵守した場合 

大規模買付者が本ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模買付行為に対す

る対抗措置は執らないものとします。大規模買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆

様ご自身が当該大規模買付提案及び当社取締役会の表明する意見や代替案を比較検討

され、ご判断いただくことになります。ただし、大規模買付者が本ルールを遵守する場

合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を著

しく損なうと当社取締役会が判断した場合（該当する主な類型につきましては、「添付

資料２」をご参照ください。）は、当社取締役会は当社の企業価値及び株主の皆様の共

同の利益を守るため、一定の対抗措置を執ることがあります。なお、対抗措置発動の適

否については、特別委員会の勧告を最大限尊重し、当社取締役会が決定します。 

（２）大規模買付者が本ルールを遵守しない場合 

大規模買付者が本ルールを遵守しない場合は、具体的な買付方法の如何にかかわらず

当社取締役会は、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を守ることを目的として、

法令及び当社定款に基づき、大規模買付行為への対抗措置を執ることができるものとし

ます。この場合も対抗措置発動の適否については、特別委員会の勧告を最大限尊重し、

当社取締役会が決定します。また、特別委員会が株主意思の確認を勧告した場合は、当

該勧告を最大限尊重し、対抗措置の発動前に株主意思確認総会を開催することがありま

す。 

当社取締役会は本ルールに基づく具体的対抗措置として、新株予約権の無償割当を行

うことを予定しており、その場合には、大規模買付者を含む議決権割合が 20％以上とな

る特定株主グループに属する者は権利行使できない旨等の条件を付与した新株予約権

（以下、「本新株予約権」といいます。）を発行します。本新株予約権の株主無償割当の

概要につきましては、「添付資料３」のとおりであります。 

（３）対抗措置の中止または撤回 

当社取締役会は、対抗措置の発動を決定した後であっても、大量買付行為の撤回また

は内容の変更が行われた場合等、対抗措置の発動が適切でないと判断した場合には、特

別委員会に対する諮問を経た上で、対抗措置の発動に係る決議を中止または撤回するこ

とができるものとします。具体的には、新株予約権の無償割当を行うことを決議した場

合には、新株予約権の効力発生日の前日までであれば新株予約権の無償割当を中止し、

効力発生日から権利行使日の前日までであれば割り当てられた新株予約権を当社が無
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償で取得することがあります。 

 

４．株主及び投資家の皆様に与える影響等 

（１）本対応方針継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響等   

本対応方針の継続時点においては、新株予約権の発行等は行われませんので、株主及

び投資家の皆様の権利に直接具体的な影響が生じることはありません。 

本対応方針は、株主の皆様が大規模買付提案に応じるか否かを判断するために必要な

情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見等を提供し、さらには株主の

皆様に代替案の提示を受ける機会を保証することを目的としております。これにより株

主の皆様は十分な情報のもとで大規模買付提案に応じるか否かについて適切な判断を

行うことが可能になり、そのことが当社の企業価値・株主共同の利益の保護につながる

ものと考えます。従いまして、本対応方針を継続することは、株主及び投資家の皆様が

適切な投資判断を行ううえでの前提になるものであり、株主及び投資家の皆様の利益に

資するものであると考えております。 

（２）対抗措置発動時に株主及び投資家の皆様に与える影響等 

大規模買付者が本ルールを遵守しなかった場合または本ルールを遵守した場合でも、

当社取締役会において大規模買付行為が当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益

を著しく損なうと判断した場合には、当社取締役会は企業価値・株主共同の利益を守る

ことを目的として法令及び当社定款に基づき対抗措置を執ることがありますが、大規模

買付者を含む議決権割合が 20％以上となる特定株主グループに属する者以外の株主の

皆様が法的または経済的損失を被ることは想定しておりません。なお、対抗措置として

株主割当による新株予約権の発行がなされる場合は、当社取締役会が定める基準日にお

ける最終の株主名簿に記録された株主の皆様に新株予約権を割当てることになります

ので、新株予約権の割当を受けるためには、基準日までに株主名簿への記録を完了して

いただく必要があります。また、新株予約権の行使により株式を取得する場合には、所

定の期間内に一定の金銭の払込みを行っていただく必要が生じる可能性があります。当

社は、大規模買付行為がなされた場合や、当社取締役会が当該大規模買付行為に対し具

体的な対抗措置を発動することを決定した場合には、その詳細について速やかに公表す

るとともに、法令及び金融商品取引所規則等に基づき適時かつ適切に開示を行います。 

また、当社は、当社取締役会が新株予約権の無償割当を決議し、または新株予約権の

割当が行われた後においても、大規模買付者が大規模買付提案を撤回するなど、新株予

約権を行使いただく必要がなくなった場合、無償割当の効力発生前においては無償割当

を中止し、または、無償割当の効力発生後においては新株予約権の行使期間開始日の前

日までに、株主の皆様に割当てられた新株予約権を当社が無償で取得する場合がありま

す。これらの場合には、結果として、新株予約権の行使または新株予約権の取得と引換

えになされる株式の交付による１株当たりの株式の価値の希釈化は起こりません。従い

まして、１株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提に当社株式を売買された

株主及び投資家の皆様については、株価の変動によるリスクが生じる可能性があります。 

 

５．本対応方針の有効期限等 



 9 

本対応方針の有効期限は本定時株主総会終結のときから３年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会終結のときまでとし、その時点において本対応

方針に関する株主の皆様のご意思を確認させていただくため、当社は改めて当社株主総

会に本対応方針の継続の可否をお諮りすることとしております。当該株主総会において、

本対応方針の継続に関し出席株主の議決権の過半数のご賛同が得られなかった場合に

は、本対応方針はその時点で廃止されるものといたします。なお、本対応方針はその有

効期間中であっても、当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた

場合または当社取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、

その時点で廃止されるものとします。 

当社取締役会は、関係法令の改正・整備及び金融商品取引所その他関係省庁等の対応

の変化などにより、株主の皆様の共同の利益及び当社企業価値の維持・向上の観点から、

必要に応じて本対応方針の変更を行う場合があります。かかる場合には、株主及び投資

家の皆様に速やかにお知らせいたします。 

 

６．本対応方針に関する当社取締役会の判断及びその理由 

（１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成 17年５月 27日に発表した「企業価値・

株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①

企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要

性・相当性確保の原則）を充足していると考えております。また、経済産業省に設置さ

れた企業価値研究会が平成 20年６月 30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた

買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものになっていると考えます。 

（２）本対応方針が基本方針に沿うものであること 

本対応方針は、当社株式に対して大規模買付行為がなされたときに、株主の皆様が大

規模買付行為の内容を吟味し応諾するか否かを判断するための十分な情報と時間を確

保することを目的としております。従いまして、本対応方針は基本方針に則り当社の企

業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保するための枠組みであり、株主の皆様に資す

るものであると考えます。 

（３）本対応方針が当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、当社取締役の地位

の維持を目的とするものではないこと 

以下の理由から、本対応方針が当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、

当社取締役の地位の維持を目的とするものではないと考えます。 

  ①株主意思の重視 

本対応方針は、本定時株主総会において株主の皆様にご承認いただくことを条件と

して成立いたします。また、本対応方針には、有効期限を３年とするいわゆるサンセ

ット条項が付されており、かつ、有効期限満了前でも当社株主総会または当社取締役

会が本対応方針を廃止する決議を行った場合には、本対応方針は決議に基づき廃止さ

れることになります。 

  ②独立性の高い委員会の判断重視 

当社は、本対応方針の運用や対抗措置の発動等に際し、取締役の判断や対応の客観
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性と合理性を確保するための第三者委員会として、当社社外役員等からなる特別委員

会を設立しており、当社取締役会は特別委員会の判断を最大限尊重することとしてい

ます。 

  ③合理的、客観的発動要件の設定 

本対応方針において、当社取締役会が大規模買付者に対し対抗措置を発動する場合

には、合理的かつ客観的な要件が充足されることが条件である旨明示されており   

（添付資料２）、取締役の恣意的な判断による発動を排除しています。 

  ④デッドハンド型、スローハンド型買収防衛策ではないこと 

本対応方針は、当社株主総会で選任された取締役による当社取締役会で、いつでも

廃止することが可能であるため、デッドハンド型買収防衛策（一定の取締役に拒否権

を付与するなど取締役会の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛

策）ではありません。また、当社は取締役の任期が１年であり、取締役の期差任期を

採用していないため、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に

できないため、発動を阻止するために時間を要する買収防衛策）でもありません。 

                以上 
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添付資料１ 

 

特別委員会の概要 

 

・特別委員会は、３名以上の委員により構成され、当社取締役会はその決議に基づき、社外

有識者及び当社社外取締役、社外監査役の中から各委員を選任する。 

・特別委員会の各委員の任期は、選任後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結のときまでとする。ただし、当社取締役会の決議により別段の定め

をした場合は、この限りではない。また、社外取締役または社外監査役であった特別委員

会委員が、社外取締役または社外監査役でなくなった場合は、特別委員会の委員も同時に

退任するものとする。 

・特別委員会の決議は、原則として特別委員会の委員全員が出席し、その過半数をもってこ

れを行う。ただし、やむを得ない事由があるときは、特別委員会の委員の過半数が出席し、

その過半数をもってこれを行う。 

・特別委員会は、当社の費用で独立した第三者（公認会計士、弁護士、コンサルタントその

他専門家を含む。）の助言を求めることができる。 

・特別委員会各委員は、大規模買付提案または大規模買付行為がなされた場合は、いつでも

特別委員会を招集することができる。 

・特別委員会は、当社取締役会が判断すべき事項について当社取締役会が特別委員会に諮問

した事項に関して、助言・勧告を行うものとする。ただし、当社企業価値及び株主共同利

益の維持・向上の観点から、大規模買付行為や本対応方針の見直し及び廃止等について当

社取締役会に助言・勧告することを妨げない。 

 

平成 27年６月 26日開催の取締役会において、以下の４名を特別委員会の委員に選任す

る予定です。 

 

 

○関
せき

  收
おさむ

（昭和 14年８月 23日生） 

  （略歴）昭和 37年４月   通商産業省入省 

      昭和 62年６月   大阪通商産業局長 

      平成 ４年６月   中小企業庁長官 

      平成 ７年６月   住友電気工業株式会社常務取締役 

      平成 11年６月   同社代表取締役副社長 

      平成 14年６月   株式会社ピーエス三菱社外取締役 

      平成 16年６月   原子燃料工業株式会社代表取締役会長 

      平成 19年６月   当社社外取締役（現任）       

     平成 24年２月   弁護士登録（現任） 
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 ○堀
ほり

  龍
りゅう

 兒
じ

（昭和 18年９月３日生） 

  （略歴）昭和 41年 ４月    岩井産業株式会社入社 

      平成 ８年 ６月    日商岩井株式会社取締役 

      平成 12年 ６月    同社常務取締役 

      平成 14年 ６月    同社専務執行役員 

      平成 15年 ４月    早稲田大学法学部教授 

      平成 16年 ４月    早稲田大学大学院法務研究科教授 

      平成 17年 ６月    株式会社トクヤマ社外監査役（現任） 

      平成 23年 ６月    リスクモンスター株式会社社外取締役（現任） 

平成 24年 ６月    株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス社外取締役（現任） 

平成 25年 ４月    学校法人早稲田大阪学園専務理事･学園長（現任） 

平成 26年 ４月    ＴＭＩ総合法律事務所顧問（現任） 

平成 26年 ４月    早稲田大学名誉教授（現任） 

      平成 26年 ６月    当社社外取締役（現任） 

 

○名
な

 出
いで

 康
やす

 雄
お

（昭和 21年８月 14日生） 

  （略歴）昭和 46年 ４月   住友重機械工業株式会社入社 

平成 13年 ６月   同社常務執行役員 

      平成 15年 ６月   同社専務執行役員 

      平成 18年 12月   住友重機械エンバイロメント株式会社代表取締役社長 

平成 22年 ４月   住友重機械ビジネスアソシエイツ株式会社代表取締役社長 

平成 24年 ６月   当社社外監査役（現任） 

 

○我
わが

 妻
つま

 廣
ひろ

 繁
しげ

（昭和 24年３月９日生） 

  （略歴）昭和 46年 ４月   株式会社日本興業銀行入行 

      平成 10年 12月   株式会社日本債券信用銀行取締役副頭取 

      平成 12年 ９月   株式会社日本興業銀行常務執行役員 

      平成 13年 ６月   東ソー株式会社常務取締役 

      平成 18年 ６月   同社専務取締役 

平成 24年 ６月   当社社外監査役（現任） 

平成 25年 ６月   新日鉄興和不動産株式会社社外取締役 

平成 25年 ６月   東北電力株式会社社外監査役（現任） 
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添付資料２ 

 

当社の企業価値や株主の皆様の共同利益を著しく損なうと認められる類型 

 

１．大規模買付行為が、真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を  

つり上げて高値で株式を当社または当社関係者に引き取らせることを目的になされた

と判断される場合（いわゆるグリーンメーラーである場合）。 

 

２．大規模買付行為が、会社経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、  

ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を大規模買付者やそのグループ会社等に

移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行うことを目的になされたと判断される場合。 

 

３．大規模買付行為が、当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁

済原資として流用する予定でなされたと判断される場合。 

 

４．大規模買付行為が、会社経営を一時的に支配し、当社の保有する不動産、有価証券等の

高額資産等を処分させ、その処分利益をもって一時的な高額配当をさせるか、または一

時的な高額配当による株価急騰の機会を狙って、保有する株式等の高値売抜けを目的と

してなされたと判断される場合。 

 

５．大規模買付者の提案する当社の株式等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最 

  初の買付で当社の株式等の全部の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を株主

に対して不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式等の買付を行うこ

とをいいます。）等の株主の判断の機会または自由を制約し、事実上、株主に当社の株

式等の売却を強要するおそれがある買付であると判断される場合。 

 

以上 



 14 

 

添付資料３ 

 

新株予約権の無償割当の概要 

 

１．本新株予約権の割当の対象となる株主及びその発行条件 

当社取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、そ

の所有する当社普通株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）１株につき１

個の割合で本新株予約権を割当てる。 

 

２．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

本新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当た

りの目的となる株式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行

う場合は所要の変更を行うものとする。 

 

３．発行する本新株予約権の数 

基準日における最終の発行済株式総数（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）

を上限とする。 

 

４．本新株予約権の発行価額 

本新株予約権の発行価額は無償とする。 

 

５．本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額 

本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は１円を下限とし、当社取締役会

が定める額とする。 

 

６．本新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要す。 

 

７．本新株予約権の行使条件 

大規模買付者を含む議決権割合が 20％以上となる特定株主グループに属する者（予

め当社取締役会が同意した者を除く。）（以下、「非行使権者」といいます。）は本新株

予約権を行使することはできない。なお、詳細については当社取締役会が別途定める

ものとする。 

 

８．当社による本新株予約権の取得 

①当社は、本新株予約権の行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予

約権を取得することが適切であると当社取締役会が認めるときは、当社取締役会が

別途定める日をもって、全ての新株予約権を無償で取得することができる。 

②当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、非行使権者以外の者が有す
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る本新株予約権のうち、当該日の前営業日までに未行使の新株予約権の全てを取得

し、これと引き換えに新株予約権１個につき当社普通株式１株を交付することがで

きる。なお、当社取締役会は、新株予約権の内容として、非行使権者が保有する新

株予約権について金銭等経済的対価を交付する旨の取得条項を付すことはできない

ものとする。 

 

９．本新株予約権の行使期間等   

本新株予約権の行使期間、消却事由及び消却条件その他必要な事項については、当

社取締役会が別途定めるものとする。 

以上 
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添付資料４ 

 

当社の大株主の状況（平成 27年３月 31日現在） 

 

 

 

◆発行可能株式総数         570,000,000株 

◆発行済株式の総数         211,663,200株 

◆株主数                              12,120名 

◆大株主の状況 

株主名 持株数 持株比率 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託

口） 
14,323千株 6.91％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10,695   5.16 

株式会社三井住友銀行 7,630   3.68 

阪和興業取引先持株会 7,478 3.61 

阪和興業社員持株会 4,935   2.38 

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 4,184   2.02 

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 3,151   1.52 

新日鐵住金株式会社 3,001 1.45 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口９） 
2,877 1.39 

第一生命保険株式会社 2,614   1.26 

（注）１．当社は、自己株式 4,449,160株を保有しておりますが、上記の大株主から除いて 

     おります。 

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 

 

以上 


